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17 年度 設定なし
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6,577
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1,199
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0
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6,635

人件費
内訳

財源内訳

項　　　目
直接事業費
人件費
合計
人工数
人件費単価
補助事業人件費
人件費
国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

事業費及び財源内訳
25年度決算9月末の執行状況25年度予算24年度決算

事業費
7,147
1,199
0

7,914
1,301
9,215 650

650
0 7,240

1,301
8,541

就園に要する費用の一部を援助することにより、幼稚園教育の普及・充実を図る。

事業の目的

公立は非課税世帯、私立は所得割一定額以下の世帯に対し、保育料等の減免を行った設置者に対して補助
金を給付する。

事業の内容

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

改善策の
具体的

取り組み

学校教育課

伊予市立幼稚園保育料等の減免に関する規則　伊予市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱
根拠法令等

【開始年度】 平成 【開始年度】実施期間

田中 浩
所管課情報 担当課： 089-989-9871

所属長： 担当責任者：記入者情報
事業の性格

電話番号（内線）：

法定事務

事業の対象 経済的理由により就園させることが困難な園児の保護者

皆川 竜男

評価対象外事業
就園奨励費補助事業事務事業名

予算科目

総合計画での位置付け
教育・文化・スポレクの振興〜うるおいと生きがいのひとづくり〜
学校教育の充実

公共建設事業一般事務平成25年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

7914
25年度実績9月末の実績25年度予定

事業活動の実績（活動指標）
24年度実績単位項目

支給金額

向こう5年間の直接事業費の推移
26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 5年間の実績

7147千円 72400

40,0008,0008,0008,0008,0008,000
年度

実施スケジュール
項目 24年度以前 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度以降

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-
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成果指標
支給金額／認定金額×100

00100%100%

本事業は、国の補助を受け実施しており、保護者への経済的負担の軽減を図り、幼児教育の充実に寄与
している。

自己評価
4目的の妥当性

市民ニーズへの対応 4

成果指標

指標設定の
考え方

基準に基づき認定された申請に対し、適切に補助金を支給する。

目　　標
実　　績

区分年度 24年度 25年度 26年度
00100%100%

受益者負担の適正 4

妥当性

有効性

効率性

自己評価
（担当責任者）

B

B

B
手段の最適性 3

コスト効率 3

成果向上の可能性 4
施策への貢献度 4

市の関与の妥当性 4
事業の効果 4

課題認識

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

有効性
事業の効果 4

B成果向上の可能性 4
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 3

課題認識

保護者への経済的負担の軽減を図ることが出来た。国の段階的な幼児教育の無償化方針や平成27年度
より施行される「子ども子育て支援法」の動向を注視して、制度の適正な運用・見直しを実施する必要が
ある。

以下の点について外部評価が必要と判断し、行政評価委員会に諮る。

意見、課題
国より補助限度額の拡充を要請されており、今後制度の見直しを行う必要がある。

コスト効率 3
受益者負担の適正 4

B

二次評価
二次評価

（所属部長）
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行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）

・手続きを充実していただきたい。・待機児童がいないならそれで良いし、金額も県の水準以上あるという
のであれば、良いと思う。・国の無償化方針や子育て支援法に準じて、市民の負担が少しでも少なくなる
よう、園児・保護者への支援をお願いしたい。・中身についてはあるべき事業だと思う。よろしくお願いす
る。

経営者会議の最終判断

事業の方向性

意見、課題

現状のまま継続する。


